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境港ふ頭再編改良事業



港湾事業の再評価項目調書

事業名（箇所名） ふ頭再編改良事業（境港）

実 施 箇 所 鳥取県境港市、島根県松江市

該 当 基 準 社会経済情勢の急激な変化、技術革新等により再評価の実施の必要が生じた事業

主 な 事 業 の 諸 元 岸壁(水深10m)、泊地(水深10m)、ふ頭用地、旅客上屋

事 業 期 間 事業採択 平成27年度 完了 平成32年度

総 事 業 費 ( 億 円 ) 112 残 事 業 費 ( 億 円 ) 39

目 的 ・ 必 要 性 背後に立地する企業の物流効率化を図るとともに、施設の老朽化への対応や船
舶航行安全を確保するため、港全体の機能を再編し、外港竹内南地区において、
内貿RORO船、国際フェリー等の機能集約化した複合一貫輸送ターミナル整備
を行う。

便 益 の 主 な 根 拠 輸送ルート転換による輸送コストの削減（平成32年度予測取扱貨物量：37万ト
ン／年）

事 業 全 体 の 基準年度 平成30年度

投 資 効 率 性 B：総便益 237 Ｃ：総費用 119 全体Ｂ／Ｃ 2.0
(億円) (億円)

B－Ｃ 118 EIRR(%) ９.4

残事業の投資効率性 B：総便益 237 Ｃ：総費用 49 継続Ｂ／Ｃ 4.8
(億円) (億円)

感 度 分 析 事業全体のＢ／Ｃ 残事業のＢ／Ｃ
需 要（-10％～+10％） （1.8～2.2） （4.3～5.3）
建 設 費（+10％～-10％） （1.9～2.1） （4.4～5.3）
建設期間（+10％～-10％） （2.0～2.0） （4.8～4.8）

事 業 の 効 果 等 ・内貿RORO船が定期就航することにより、国内海上輸送網が形成され輸送コ
ストが削減される。

・耐震強化岸壁を整備することにより、震災時も同施設を利用する船舶の寄港が
可能となり輸送機能が維持される。

社会情勢等の変化 大きな変化は無い。

主な事業の進捗状況 総事業費112億円、既投資額73億円。平成30年度末現在 事業進捗率65％

事業の進捗の見込み 平成32年度完了予定

コスト縮減や代替案 なし。
立 案 等 の 可 能 性

対応方針（原案） 継続

対 応 方 針 理 由 事業の投資効果が見込まれると判断できるため。

そ の 他 （その他の指標による評価）
・モーダルシフトによる内貿陸送貨物（トラック利用）の輸送効率化によりCO
2の排出量が削減される。

・耐震強化岸壁の整備と新たな国内海上輸送幹線の形成により、大規模地震時等
における瀬戸内・太平洋側地域のリダンダンシーの確保が図られる。

・耐震強化岸壁を整備することにより、大規模地震時における離島航路の確保が
図られる。
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平成３０年１２月 
 国土交通省 中国地方整備局 

「事業再評価」 
境港ふ頭再編改良事業 
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費用便益費（Ｂ／Ｃ） ＝ 2.0（事業全体）  4.8（残事業） 

◇総 事 業 費 ： 112億円 （既投資額：73億円） 
◇残 事 業 費 ：   39億円 
◇事業進捗率 ：   65％  （平成30年度末時点） 

◇平成32年度事業完了予定。 

【今後の対応方針（原案）】 

上記１、２の各視点により、事業の投資効果が見込まれると判断できることから継続が妥当 

１．再評価の視点 

①事業の必要性等の視点
   １）事業を巡る社会経済情勢等の変化 

◇対応方針（原案）について異存ありません。 

◇大きな変化なし。 

   ２）事業の投資効果 

   ３）事業の進捗状況 

②事業の進捗の見込み

２．港湾管理者（境港管理組合）への意見照会結果 

１．今後の対応方針（案）
境港 
ふ頭再編改良事業 
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２．再評価の重点化・効率化判定票
境港 
ふ頭再編改良事業 

項  目 
判 定 

判断根拠 チェック欄 

事業を巡る社会経済情勢等の変化 

事業の効果や必要性、周辺環境に変化がない 大きな変化なし 
変化なし 

■ 
変化あり 

□ 

前回評価からの事業費・事業期間の増加 増加なし 
10％以内 

増加 
10％超え 

 事業費の増加 全体事業費：93億円（H26評価時） → 112億円（今回評価時） 20％増加 □ □ ■ 

 事業期間の増加 
平成27年～平成31年（5年：H26評価時） → 平成27年～平成32年（6年：今回評価時） 
20％増加 

□ □ ■ 

前回評価からの費用対効果分析に関する影響要因の変化等 

費用便益分析マニュアルに変更がある 「費用の算定（ふ頭再編事業の管理運営費）」の改定 
変更なし 

□ 
変更あり 

■ 

需要量の変化（需要量等の減少が10％以内） 
【取扱貨物量】 
  37万トン／年（H26評価時） → 37万トン／年（今回評価時） 変化無し 

10％以下 
■ 

10％超え 
□ 

下記のうち、一方もしくは両方を満たしている 
・事業費に対して費用対効果分析に要する費用が大きい 
・前回評価時の感度分析における下位ケース値が基準値を
上回っている 

直近3カ年の事業費の平均に対する分析費用 0.0％ ＜ 基準値（1.0％） 
前回評価時の感度分析下位ケース 1.8 ≧ 基準値（1.0） 

満足している 
■ 

満足していない 
□ 

前回評価で費用対効果分析を省略していない 
省略していない 

■ 
省略している 

□ 

その他の事由（重点的な評価が必要な特別な事由） 特になし － 

判定：事業進捗等に大きな変更がある事業 
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３．事業位置図
境港 
ふ頭再編改良事業 

 境港は、鳥取県と島根県の両県にまたがる港湾区域を有し、北方を島根半島により遮蔽されている天然の良港であり、中
国地方の日本海側随一の国際貿易港として重要な役割を担っている。 

島根県 

鳥取県 

境港

県境 

鳥取港

浜田港

約160km 

約100km 

事業箇所
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４．境港の概要
境港 
ふ頭再編改良事業 

 境港は1989年に初の定期コンテナ航路である東南アジア航路（現在は廃止）が、1995年に中国・韓国航路がそれぞれ就
航すると共に、2009年にはロシア、韓国及び日本の3ヶ国を結ぶ国際フェリーが就航するなど、山陰地域における物流・人
流拠点として重要な役割を担っている。 

外港昭和南地区 

外港昭和北地区 

外港中野地区 

＜主な取扱貨物＞ 
 原木（輸入）カナダ 

(11万トン級クルーズ船) 
中野岸壁（水深12.0m）  ＜主な取扱貨物＞ 

 コンテナ（輸出 紙・パルプ）中国 
 コンテナ（輸入 鉄鋼）中国 
 木材チップ（輸入）ベトナム 
 石油製品（移入）水島 
(16万トン級クルーズ船) 
昭和南1号岸壁（水深13.0m） 
昭和南2号岸壁（水深10.0m） 
昭和南3号岸壁（水深7.5m） 
昭和南4号岸壁（水深13.0m） 

＜主な取扱貨物＞ 
セメント（移入）敦賀 
フェリー ロシア・韓国 
外港1号岸壁（水深9.0m） 

江島地区 

フェリー  隠岐 
内港4号岸壁（水深6.5m） 

島根県 

鳥取県 

＜主な取扱貨物＞ 
原木（移入）苫小牧 

江島1号岸壁（水深9.0m） 
江島2号岸壁（水深7.5m） 

夢みなとタワー 

江島大橋 

外港竹内南地区（整備中） 

内港地区 
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石油製品
58.3% 

セメント
 22.7% 

重油 9.6% 

原木 6.6% 

化学薬品 2.3% 

その他 0.5% 

水 53.2% 重油 34.2% 

木材チップ

6.0％ 

取合せ品

2.5％ 
石材 1.4％ 

その他 2.6％ 

移出
２０万トン

移入
１４１万トン

木材チップ
79.5% 

原木
10.7% 鉄鋼 2.2% 

非金属鉱物
1.4% 

木製品 1.1% 

その他 5.1% 

紙・パルプ
62.9% 

木製品
13.0% 

金属くず
7.2% 

非鉄金属
5.5% 
水産品
3.2% 

その他
8.3% 

輸出
２０万トン

輸入
１８５万トン

・境港における主な取扱貨物は、木材チップや原木の輸入、石油製品の移入であり、輸出では、紙・パルプ、木製品が多い。 
・また、周辺地域には大手製紙工場や電子部品メーカーなどの製造業が多数立地するとともに、リサイクル等の新たな企業

進出や背後企業の設備投資などにより、今後も安定した取扱貨物量が見込まれる。 

和田浜工業団地 

境港竹内工業団地 

0

1000

2000

3000

4000

5000

H25 H26 H27 H28 H29

273 210 226 185 204

1664 1703 1783 1886 1847

252 265 283 230 246

1576 1554 1578 1562 1511

（
千

ト
ン
）

輸出 輸入 移出 移入《境港総取扱貨物量の推移》 《境港取扱貨物の内訳（H29年(速報)）》 

電子部品メーカー 

合板メーカー 

リサイクル関連企業 

農業機械メーカー 

鉄鋼メーカー 

家電メーカー 

稲場工業団地 

建設部品メーカー 
製紙メーカー 

電子部品メーカー 

リサイクル関連企業（H27.4 操業開始） 

：主な新規立地企業 

：主な既存立地企業 

加工食品製造メーカー（H27.3 操業開始） 

電子部品メーカー 

合板メーカー 

斐川中央工業団地 

出雲市東部工業団地 

朝日ヒルズ工業団地 

ソフトビジネスパーク島根 

鳥取港港湾関連施設用地 
布袋工業団地 

智頭テクノパーク 

松江湖南テクノパーク 

東出雲工業団地 

境港西工業団地 

米子市流通業務団地 

《境港背後圏における企業立地状況》 

出典：港湾統計（年報） 

出典：港湾統計（年報） 

５．境港の利用状況
境港 
ふ頭再編改良事業 

(速報) 

※自動車航走車両を除く。 

※自動車航走車両を除く。 
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①国内海上輸送網のミッシングリンクの解消

《平成30年度のトライアル輸送概要》 《現状の国内定期航路》 

・山陰地域は、国内海上輸送網のミッシングリンクとなっており、当該地域に立地する企業は、陸上輸送等による非効率な
輸送を余儀なくされている。 

・港湾利用者、船社、港湾管理者による官民一体となった取り組みとしてトライアル輸送を平成25年から開始し、これまで12
回のトライアルを継続しており、平成32年度には定期航路が就航する計画となっている。 

６．境港の課題①
境港 
ふ頭再編改良事業 

境港 

敦賀港 

苫小牧港 

：トライアル区間 
：既存航路区間 
：陸送ルート 

RORO船(Roll On/Roll OFF ship) 
：ﾌｪﾘｰのようにﾗﾝﾌﾟを備え、ﾄﾚｰﾗｰなどの車両を収納する車両甲板を持つ貨物船 
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・大規模地震発生時に、背後圏に
立地する企業の物流機能を維持
し、離島航路の港湾機能を確保す
る必要がある。 

②港湾施設の老朽化及び船舶航行の安全確保を踏まえたふ頭再編

③大規模地震時における貨物輸送及び離島航路の確保

・境水道沿いの岸壁は整備後30年以上経過した岸壁が85％に
達しており、経年劣化に伴う老朽化が進行。 
・境水道は航路幅が最小160ｍの狭隘な航路で潮流も複雑であ
ること等から、境港内で近年発生した海難事故は境水道に集
中している。 
・ふ頭再編により港湾機能の移転が必要。 

６．境港の課題②
境港 
ふ頭再編改良事業 

境 港 凡例 
   耐震岸壁を有する港湾 

鳥取港 

河下港 

浜田港 

山陰における耐震強化岸壁 

西郷港 

《国際フェリーと漁船の輻輳状況》 

国際フェリー 

外江地区岸壁 

上部工の沈下・目地開き 

《境水道沿いの岸壁の老朽化状況》 

境水道 

外港 
竹内南地区 

【外港昭和南地区】 
水深7.5m岸壁 

【外港竹内南地区】 
水深10m岸壁 

：機能移転・集約化 

凡例 

境港における耐震強化岸壁 

【外港昭和南地区】 
水深7.5m岸壁 
（供用中） 

【外港竹内南地区】 
水深10m岸壁 
（整備中） 

：不荷役岸壁 

：供用中岸壁 

《ふ頭再編による機能移転・集約化（イメージ）》 
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ふ頭再編改良事業 

岸壁（水深10m）【国】  

泊地（水深10m）【国】   

ふ頭用地【境港管理組合】 

旅客上屋【境港管理組合】 

既
設
護
岸

 

外港竹内南地区 

泊地 
（水深10m） 

岸壁(水深10m) 

ふ頭用地 

旅客上屋 

○事業の目的

７．事業の目的・概要
境港 
ふ頭再編改良事業 

○事業の概要

 背後に立地する企業の物流効率化を図るとともに、施設の老朽化への対応や船舶航行安全を確保するため、港全体の
機能を再編し、外港竹内南地区において、内貿RORO船、国際フェリー等の機能集約化した複合一貫輸送ターミナル整備を
行う。 
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4月 7月 10月 1月 4月 7月 10月 1月 4月 7月 10月 1月 4月 7月 10月 1月 4月 7月 10月 1月 4月 7月 10月 1月

2015年
（平成27年度）

2016年度
（平成28年度）

2017年度
（平成29年度）

2018年度
（平成30年度）

2019年度
（平成31年度）

2020年度
（平成32年度）

岸
壁

調査・設計

工事

凡 例

：採択時 ：今回評価時

調査後支持層-67.0m 

H.W.L +0.41 
L.W.L －

0.070 

軟弱地盤対応のための断面変更等・・・約１９億円の事業費増加、約１年の事業期間延伸 

８．事業内容の見直し
境港 
ふ頭再編改良事業 

-38.1m 

採択時想定断面（直杭式桟橋）
現断面（デタッチドケーソン）

-37.0m

-68.4m
H27土質調査後 

 採択時においては、既設護岸位置の既往土質調査を基に直杭式桟橋構造を想定していたが、本岸壁整備のための土質調査
を実施した結果、支持層が想定以上に深い位置に存在し、かつ、軟弱地盤が広く存在しており、採択時に想定していた桟橋構造
が成り立たないことが判明。そのため、所要の耐震性能を満足する構造を検討し、デタッチドケーソン構造を採用。

構造形式の見直し H.W.L +0.40 
L.W.L -0.060 

H.W.L +0.41 
L.W.L  -0.070 

本岸壁整備のために実施した土質調査柱状図（岸壁法線直角方向）採択時に用いた既往土質調査柱状図（既設護岸平行方向）

地盤改良 

地盤改良 

間詰石 間詰石 

既設護岸 
既設護岸 

採択時は既往土質調査結果を基に-36m付近を支持層として設定 

-30.0 

-20.0 

-10.0 

-36.0 

地盤改良 
（裏込工） 

地盤改良 
（ふ頭用地） 

地盤改良 
（裏込工） 

地盤改良 
（ふ頭用地） 

事業期間の見直し

4月 
供用開始 
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９．事業の効果
境港 
ふ頭再編改良事業 

①輸送ルート転換等による輸送コストの削減   １１．２億円／年

内貿RORO船が定期就航することにより、国内海上輸送網が形成され輸送コストが削減される。

○広島→北海道方面の例

経由地 
境港 

新規ルート 
トラック 

新規ルート 
RORO船 

新規・既存ルート 
共にトラック 

北海道方面 

仕出地 
広島 

既存ﾙｰﾄ 
トラック 

経由地 
名古屋港 

既存ﾙｰﾄ 
フェリー 

②震災時における輸送コストの増大回避  ０．３億円／年 

耐震強化岸壁を整備することにより、震災時も同施設を利用する船舶の寄港が可能となり輸送機能が維持される。

without時 

境港 境港

新規岸壁 
【耐震】 既存岸壁 

× ◎ 

代替港
（浜田港等）

大規模地震発生

With時（新規ルート） 

Without時（既存ルート） 

with時 大規模地震発生

With時（海上輸送が維持され、通常時と同様の輸送ルートでの対応）

Without時（地震による港湾機能停止とならない近隣の港湾（代替港）からの輸送）

便益対象貨物量 対象船舶 

374,058 ﾄﾝ／年 内貿RORO船 

13,000 ﾄﾝ／年 国際フェリー 

13,765台／年 離島フェリー 

○北海道→山口の例

新規・既存ルート 
共にトラック 

北海道方面 

経由地 
境港 

新規ルート 
トラック 

新規ルート 
RORO船 

仕向地 
山口 既存ﾙｰﾄ 

トラック 

既存ﾙｰﾄ 
JRコンテナ 

背後企業 背後企業

内貿RORO貨物の

便益対象貨物量 
備  考 

374,000 ﾄﾝ／年 
輸送ﾙｰﾄの転換による輸送ｺｽﾄ削減 

船舶大型化による輸送ｺｽﾄ削減 
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モーダルシフトによる内貿陸送貨物（トラック利用）の輸送効率化によりCO2の排出量が約25％（約1,756t-C/

年）低減される。 

１０．事業の効果（貨幣換算が困難な効果等）
境港 
ふ頭再編改良事業 

①環境への負荷軽減

②リダンダンシーの確保

③大規模地震時における離島航路の維持

耐震強化岸壁の整備と新たな国内海上輸送幹線の形成により、大規模地震時等における瀬戸内・太平洋側地域の

リダンダンシーの確保が図られる。 

耐震強化岸壁を整備することにより、大規模地震時における離島航路の確保が図られる。 
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費用対効果分析結果

※端数調整のため、各項目の金額の和は必ずしも合計とはならない。
※本表中の額は、平成30年度を基準年として現在価値化した後のものである。 

１１．投資効果
境港 
ふ頭再編改良事業 

感度分析結果（Ｂ／Ｃによる分析）

-10% +10% -10% +10%

需要 1.8 2.2 4.3 5.3

事業費 2.1 1.9 5.3 4.4

事業期間 2.0 2.0 4.8 4.8

事業全体
要因

残事業

事業全体 残事業

総便益（Ｂ） 237億円 237億円

輸送ルート転換による輸送コスト削減便益 231億円 231億円

震災時における輸送コストの削減便益 4億円 4億円

残存価値 2億円 2億円

総費用（Ｃ） 119億円 49億円

事業費 108億円 39億円

管理運営費 11億円 11億円

2.0 4 .8

項目

費用便益費（Ｂ／Ｃ）
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１２．前回評価時との比較
境港 
ふ頭再編改良事業 

事項
前回評価時

（新規採択時評価）
今回評価時

（平成30年度再評価）
備考

（前回評価時からの主な変更点）

事業諸元

岸壁（水深10ｍ）
泊地（水深10ｍ）

ふ頭用地
旅客上屋

岸壁（水深10ｍ）
泊地（水深10ｍ）

ふ頭用地
旅客上屋

事業期間
平成27年度

～
平成31年度

平成27年度
～

平成32年度
・断面変更に伴う施工期間の延伸によるもの。

総事業費
（現在価値化前）

93億円 112億円 ・軟弱地盤に対応した構造の見直しによるもの。

総費用（Ｃ） 90億円 119億円

・総事業費の見直しによるもの。
・現在価値化の基準年の変更（平成26年→平成30年）によ
るもの。
・費用の算定(ふ頭再編事業の管理運営費)によるもの。

総便益（Ｂ） 181億円 237億円
・現在価値化の基準年の変更（平成26年→平成30年）によ
るもの。
・輸送費用原単位の見直しによるもの。

費用便益費
（Ｂ／Ｃ）

2.0 2.0
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境港ふ頭再編改良事業

〔鳥取県への意見照会と回答〕
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